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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第６期 

第３四半期 
連結累計期間 

第７期 
第３四半期 
連結累計期間 

第６期 

会計期間 
自平成27年１月１日 
至平成27年９月30日 

自平成28年１月１日 
至平成28年９月30日 

自平成27年１月１日 
至平成27年12月31日 

売上高 （百万円） 10,048 10,126 12,129 

経常利益 （百万円） 1,572 1,658 1,105 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,054 1,056 678 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,024 888 654 

純資産額 （百万円） 4,752 4,716 4,382 

総資産額 （百万円） 10,464 11,411 10,212 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 196.07 202.74 126.13 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） 186.81 193.03 119.81 

自己資本比率 （％） 44.1 38.0 41.6 

 

回次
第６期

第３四半期
連結会計期間

第７期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）
（円） 14.12 △33.47

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。 

４．当社は、平成27年７月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが平成27年12月期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額を算定しております。 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 なお、第１四半期連結会計期間より、PT.OAT MITOKU AGRIOは新たに設立したため、非連結子会社であったAsahi 

Chemical Europe s.r.o.は重要性が増したため連結の範囲に含めております。また、当第３四半期連結会計期間にお

いて、新たに設立した潤禾（舟山）植物科技有限公司、OATアグリフロンティア株式会社を連結の範囲に含めており

ます。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が見られるものの、中国やアジア新興国等

における景気減速の懸念に加え、英国のＥＵ離脱問題により急激な円高・株安が進行するなど、世界経済の先行き

に関しては先行き不透明な状況がつづいております。

 当社グループの業績は、第２四半期連結累計期間までが国内農薬事業を中心に需要の最盛期となるため、売上高

及び営業利益等の通期業績に占める割合が高くなる傾向にあります。

 このような状況のもとで、当社グループは国内外において、各製品の販売拡大のため積極的な営業活動を行って

まいりました。

 しかしながら、急激に進行した円高の影響により当社グループの売上高や損益に影響を受けた結果、当第３四半

期連結累計期間において、193百万円の為替差損を営業外費用に計上しました。

 これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は101億26百万円（前年同四半期比77百万円増加、同0.8％

増）、営業利益は18億60百万円（前年同四半期比２億86百万円増加、同18.2％増）、経常利益は16億58百万円（前

年同四半期比86百万円増加、同5.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は10億56百万円（前年同四半期比

１百万円増加、同0.2％増）となりました。

 

 当社グループはアグリテクノ事業の単一セグメントでありますが、各分野別の業績につきましては以下のとおり

であります。

 農薬分野では、国内市場においては殺ダニ剤「ダニサラバ」や水稲除草剤などの一部製品において出荷減少など

もあり、売上高が前年を下回りましたが、海外向け農薬販売が「ダニサラバ」（シフルメトフェン剤）を中心に伸

長したことなどから、農薬分野全体の売上高は79億95百万円（前年同四半期比21百万円増加、同0.3％増）となり

ました。

 肥料・バイオスティミュラント分野では、国内市場においては前年並みの出荷数量を確保できたこと、海外市場

では、植物成長調整剤「アトニック」を中心に出荷数量が伸長したことなどから、肥料・バイオスティミュラント

分野全体の売上高は21億30百万円（前年同四半期比56百万円増加、同2.7％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ11億98百万円増加し、114億11百万円となり

ました。これは現金及び預金の増加10億24百万円、受取手形及び売掛金の増加50百万円が主な原因です。

 負債につきましては、前連結会計年度末に比べ８億64百万円増加し、66億94百万円となりました。これは、支払

手形及び買掛金の減少２億14百万円、短期借入金の増加８億が主な原因です。

 純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ３億34百万円増加し、47億16百万円となりました。これは、親

会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加が主な原因です。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は６億72百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,536,000 5,536,000
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であり、単元株式数

は100株でありま

す。

計 5,536,000 5,536,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 5,536,000 － 461 － 504

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   603,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,931,700 49,317 －

単元未満株式 普通株式     700 － －

発行済株式総数 5,536,000 － －

総株主の議決権 － 49,317 －

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＯＡＴアグリオ株式会社
東京都千代田区神田小川

町一丁目３番１号
603,600 － 603,600 10.90

計 － 603,600 － 603,600 10.90

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 － 取締役 － 岡本 眞喜男 平成28年４月１日

取締役 人事部長 取締役 － 加藤 修治 平成28年４月１日

取締役 総務部長 取締役 － 一野 展久 平成28年４月１日

常務取締役 － 常務取締役 生産統括部長 木部 隆一 平成28年９月30日
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,901 2,926 

受取手形及び売掛金 2,720 2,770 

商品及び製品 2,185 2,159 

仕掛品 332 152 

原材料 374 422 

その他 384 797 

貸倒引当金 △17 △19 

流動資産合計 7,882 9,210 

固定資産    

有形固定資産 1,436 1,563 

無形固定資産    

のれん 159 117 

その他 143 117 

無形固定資産合計 303 235 

投資その他の資産    

その他 634 402 

貸倒引当金 △44 － 

投資その他の資産合計 590 402 

固定資産合計 2,330 2,201 

資産合計 10,212 11,411 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,706 1,491 

短期借入金 1,597 2,398 

未払法人税等 204 482 

返品調整引当金 35 25 

売上割戻引当金 46 203 

賞与引当金 29 122 

その他 582 437 

流動負債合計 4,202 5,161 

固定負債    

長期借入金 1,057 1,032 

役員退職慰労引当金 13 11 

退職給付に係る負債 286 206 

その他 269 283 

固定負債合計 1,628 1,533 

負債合計 5,830 6,694 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 461 461 

資本剰余金 2,717 2,721 

利益剰余金 1,261 2,193 

自己株式 △78 △788 

株主資本合計 4,362 4,588 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △8 △54 

為替換算調整勘定 △57 △186 

退職給付に係る調整累計額 △52 △11 

その他の包括利益累計額合計 △118 △253 

新株予約権 3 3 

非支配株主持分 134 378 

純資産合計 4,382 4,716 

負債純資産合計 10,212 11,411 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 10,048 10,126 

売上原価 5,590 5,489 

売上総利益 4,458 4,637 

販売費及び一般管理費 2,884 2,776 

営業利益 1,574 1,860 

営業外収益    

受取利息 12 11 

受取配当金 4 4 

為替差益 0 － 

その他 2 9 

営業外収益合計 19 24 

営業外費用    

支払利息 21 21 

為替差損 － 193 

その他 0 11 

営業外費用合計 21 226 

経常利益 1,572 1,658 

特別利益    

固定資産売却益 － 0 

特別利益合計 － 0 

特別損失    

固定資産除却損 0 0 

関係会社株式評価損 － 119 

減損損失 66 － 

特別損失合計 66 119 

税金等調整前四半期純利益 1,505 1,539 

法人税、住民税及び事業税 508 614 

法人税等調整額 △56 △139 

法人税等合計 452 474 

四半期純利益 1,053 1,064 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△1 7 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,054 1,056 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 1,053 1,064 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △4 △46 

為替換算調整勘定 △32 △170 

退職給付に係る調整額 7 40 

その他の包括利益合計 △29 △176 

四半期包括利益 1,024 888 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,030 921 

非支配株主に係る四半期包括利益 △7 △33 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 第１四半期連結会計期間より、PT.OAT MITOKU AGRIOは新たに設立したため、非連結子会社であったAsahi 

Chemical Europe s.r.o.は重要性が増したため連結の範囲に含めております。また、当第３四半期連結会計期間に

おいて、新たに設立した潤禾（舟山）植物科技有限公司、OATアグリフロンティア株式会社を連結の範囲に含めて

おります。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高 

 
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

受取手形割引高 22百万円 32百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

 当社グループが販売する製品は、農繁期に備え春季に出荷が集中する傾向にあります。このため第２四半期連結

累計期間の売上高は第３四半期以降の売上高と比べ高くなる傾向にあります。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

減価償却費 186百万円 130百万円

のれんの償却額 130 140
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年１月１日 至平成27年９月30日）
配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月17日 

取締役会
普通株式 147 55  平成26年12月31日  平成27年３月23日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年１月１日 至平成28年９月30日）
１．配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月19日 

取締役会
普通株式 161 30  平成27年12月31日  平成28年３月24日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

 当社は、平成28年６月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式477,600株の取得を行いました。また、新株

予約権の権利行使により自己株式30,000株を交付いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において自

己株式が709百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が788百万円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社グループは、アグリテクノ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 196円07銭 202円74銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,054 1,056

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,054 1,056

普通株式の期中平均株式数（株） 5,379,998 5,212,647

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 186円81銭 193円03銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 266,688 262,146

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

- -

（注）１． 当社は、平成27年７月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、平成27年12月期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額を算定しております。
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月９日

Ｏ Ａ Ｔ ア グ リ オ 株 式 会社 

取 締 役 会 御 中 

 

有限責任監査法人ト ー マ ツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 勢 志   元  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 古 谷 大二郎  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＯＡＴアグリ

オ株式会社の平成２８年１月１日から平成２８年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２８

年７月１日から平成２８年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年１月１日から平成２８年９月 

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＯＡＴアグリオ株式会社及び連結子会社の平成２８年９月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年11月11日

【会社名】 ＯＡＴアグリオ株式会社

【英訳名】 OAT Agrio Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 森 明平

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役（生産統括部、経理部管掌） 兼 人事部長 加藤 修治

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田小川町一丁目３番１号

【縦覧に供する場所】 ＯＡＴアグリオ株式会社大阪支店 

（大阪市中央区久太郎町三丁目１番29号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役森明平及び最高財務責任者である取締役加藤修治は、当社の第７期第３四半期（自 平成28年７月

１日 至 平成28年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


